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 早期に使用済燃料対策推進協議会を開催。現在の計画を改定し、官民の取組強化策を決定。
 使用済燃料対策推進協議会における幹事会の枠組みを活用し、事業者の進捗を定期的に管理。
 国としても、地域の課題に寄り添いながら、地元理解の確保等に主体的に取り組む。

【取組例①】 各社の乾式貯蔵施設の設置に向けた取組
 現在、約4600トン相当の容量拡大に向けた取組が進展。

 伊方 ＋ 500トン （2020年9月許可）
 RFS ＋3000トン （2020年11月許可）
 玄海 ＋ 440トン （2021年 3月審査書案了承）
 浜岡 ＋ 400トン （審査中）
 東海第二 ＋ 70トン （今後検査予定） ※180トン既設 等

 使用済燃料の貯蔵能力の拡大は、対応の柔軟性を高め、中長期的なエネルギー安全保障に資するも
のとして、これまで中間貯蔵施設、乾式貯蔵施設等の建設・活用が進められてきたところ。

 業界大の計画に基づき、各社の取組は進展しつつあるが、その状況は一様ではなく、達成は道半ば。

 国として、業界と連携しつつ、貯蔵能力拡大に向けてより主体的に取組み、官民の対応を加速してい
く。

使用済燃料対策推進計画（2018年11月 電気事業連合会）（概要）

2020年頃に＋4,000トン程度、2030年頃に＋2,000トン程度、計6,000トン程度拡大

使用済燃料対策の加速に向けた取組
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【取組例②】 業界全体の連携・協力に向けた取組
 むつ中間貯蔵施設について、2020年12月、電事連が地

元理解を大前提として共同利用の検討に着手したいとの
考えを表明。

➡国としても、業界全体として使用済燃料対策の補完性・柔軟性を
高め、核燃料サイクルを進める上で大きな意義があるものとして
主体的に取り組む。

※乾式貯蔵施設
再処理施設に搬出することを前提として、
使用済燃料を一時的に保管する施設。





 今後、プルサーマルを拡大していく中、使用済MOX燃料の再処理技術について、早期に実用化の目
途を立てることが必要。

 こうした状況を踏まえ、官民で連携し、研究開発を加速することが重要。

 2030年代後半を目途に、実用段階における使用済MOX燃料の再処理技術の確立を目指す。

使用済MOX燃料の再処理技術の実用化に向けた取組
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処理・処分に係る課題やこれまでの取組 研究開発の加速

 来年度以降、使用済MOX燃料の再処理技術の実用化
に向けて、技術開発の範囲を再処理プロセス全体へ拡大。

※1 アメリシウムやキュリウムなどのマイナーアクチノイド（MA）と呼ばれる物質
※2 分離した物質は、例えば、将来的に高速炉で燃料として利用可能

（参考）予算事業
【放射性廃棄物の減容化に向けたガラス固化技術の基盤研究委託費】
2020年度：7億円 ➡ 2021年度：10億円（予算案額）
 混合再処理時における再処理プロセスの安全評価・シミュレーション
 模擬試薬を用いた基礎試験 等

以下の実用化に向けて、研究開発を加速。

①使用済MOX燃料と使用済燃料を混合再処理する技術

②廃液から半減期の長い物質を分離する技術※2

 2020年1月以降、国内のプルサーマル炉から約20トンの
使用済MOX燃料が取り出されている。

 使用済MOX燃料には、ガラスに溶けにくい物質や、半減
期の長い物質※1が多く含まれ、処理・処分には、これらの
物質への対応が課題。

 課題の解決に向けて、これまで、ガラス固化技術の高度化
や半減期の長い物質の影響除去等の研究開発を実施。

（参考）国内外における使用済MOX燃料の再処理実績

フランス
時期 ： 1992年、1998年、

2004～2008年
実施者 ： オラノ社
場所 ： ラ・アーグ再処理工場
実績 ： 約70トン

時期 ：1986年～2007年
実施者 ：JAEA
場所 ：東海再処理工場
実績 ：約30トン
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